
自治体名：京都府 年度：令和５年度

会計：全体会計   

貸借対照表(BS) （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,842,027   固定負債 2,658,773

    有形固定資産 2,333,382     地方債等 2,404,013

      事業用資産 661,846     長期未払金 105

        土地 455,356     退職手当引当金 132,059

        立木竹 18,160     損失補償等引当金 26

        建物 601,796     その他 122,571

        建物減価償却累計額 -423,547   流動負債 110,619

        工作物 6,129     １年内償還予定地方債等 80,852

        工作物減価償却累計額 -2,177     未払金 7,488

        船舶 6,306     未払費用 2,338

        船舶減価償却累計額 -3,750     前受金 1

        浮標等 -     前受収益 74

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 16,241

        航空機 -     預り金 3,608

        航空機減価償却累計額 -     その他 17

        その他 - 負債合計 2,769,392

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 3,573   固定資産等形成分 2,871,240

      インフラ資産 1,606,032   余剰分（不足分） -2,692,360

        土地 463,967   他団体出資等分 -

        建物 22,142

        建物減価償却累計額 -12,544

        工作物 5,044,433

        工作物減価償却累計額 -3,960,083

        その他 3

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 48,115

      物品 135,152

      物品減価償却累計額 -69,648

    無形固定資産 17,150

      ソフトウェア 2,361

      その他 14,789

    投資その他の資産 491,495

      投資及び出資金 130,655

        有価証券 -

        出資金 130,655

        その他 -

      長期延滞債権 3,390

      長期貸付金 34,668

      基金 322,771

        減債基金 280,996

        その他 41,775

      その他 117

      徴収不能引当金 -106

  流動資産 106,245

    現金預金 40,704

    未収金 5,245

    短期貸付金 3,836

    基金 56,097

      財政調整基金 521

      減債基金 55,576

    棚卸資産 26

    その他 491

    徴収不能引当金 -154

  繰延資産 - 純資産合計 178,880

資産合計 2,948,272 負債及び純資産合計 2,948,272

報告書（財務諸表）



自治体名：京都府 年度：令和５年度

会計：全体会計   

行政コスト計算書(PL) （単位：百万円）

    その他 20,989

純行政コスト 950,385

    その他 231

  臨時利益 21,297

    資産売却益 308

    災害復旧事業費 264

    資産除売却損 13

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 51,209

純経常行政コスト 971,173

  臨時損失 509

      その他 1,138

  経常収益 69,517

    使用料及び手数料 18,308

    移転費用 605,876

      補助金等 590,860

      社会保障給付 13,877

        支払利息 11,713

        徴収不能引当金繰入額 260

        その他 32,827

        減価償却費 85,393

        その他 202

      その他の業務費用 44,800

      物件費等 176,646

        物件費 63,738

        維持補修費 27,312

        賞与等引当金繰入額 16,223

        退職手当引当金繰入額 11,179

        その他 8,418

    業務費用 434,815

      人件費 213,369

        職員給与費 177,549

報告書（財務諸表）

科目 金額

  経常費用 1,040,691



自治体名：京都府 年度：令和５年度

会計：全体会計   

純資産変動計算書(NW) （単位：百万円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 173,284 2,865,579 -2,692,295 -

  純行政コスト（△） -950,385 -950,385 -

  財源 973,953 973,953 -

    税収等 771,491 771,491 -

    国県等補助金 202,462 202,462 -

  本年度差額 23,568 23,568 -

  固定資産等の変動（内部変動） 23,192 -23,192

    有形固定資産等の増加 47,410 -47,410

    有形固定資産等の減少 -85,294 85,294

    貸付金・基金等の増加 369,254 -369,254

    貸付金・基金等の減少 -308,178 308,178

  資産評価差額 841 841

  無償所管換等 2,580 2,580

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -21,392 -20,951 -441

  本年度純資産変動額 5,597 5,661 -65 -

本年度末純資産残高 178,880 2,871,240 -2,692,360 -

報告書（財務諸表）

科目 合計



自治体名：京都府 年度：令和５年度

会計：全体会計   

資金収支計算書(CF) （単位：百万円）

本年度歳計外現金増減額 388

本年度末歳計外現金残高 3,472

本年度末現金預金残高 40,704

財務活動収支 -128

本年度資金収支額 4,275

前年度末資金残高 32,957

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 37,232

    その他の支出 43

  財務活動収入 249,280

    地方債等発行収入 248,796

    その他の収入 484

前年度末歳計外現金残高 3,083

    その他の収入 1,843

投資活動収支 -52,175

【財務活動収支】

  財務活動支出 249,408

    地方債等償還支出 249,365

  投資活動収入 241,624

    国県等補助金収入 33,664

    基金取崩収入 43,836

    貸付金元金回収収入 161,736

    資産売却収入 545

    公共施設等整備費支出 46,903

    基金積立金支出 90,394

    投資及び出資金支出 484

    貸付金支出 156,019

    その他の支出 -

    その他の支出 47

  臨時収入 559

業務活動収支 56,579

【投資活動収支】

  投資活動支出 293,799

    国県等補助金収入 167,955

    使用料及び手数料収入 18,304

    その他の収入 51,000

  臨時支出 311

    災害復旧事業費支出 264

      補助金等支出 590,860

      社会保障給付支出 13,878

      その他の支出 1,138

  業務収入 1,006,722

    税収等収入 769,462

      人件費支出 209,032

      物件費等支出 91,368

      支払利息支出 11,646

      その他の支出 32,469

    移転費用支出 605,877

報告書（財務諸表）

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 950,390

    業務費用支出 344,514



会計名

収益事業特別会計
地域開発事業特別会計
港湾事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
電気事業会計
水道事業会計
病院事業会計
工業用水道事業会計
流域下水道事業会計

注 記（全体財務書類）

１ 重要な会計方針
（１）作成方法

　一般会計等財務書類と同様の基準に基づき、一般会計等に一部の特別会計（流
域下水道事業特別会計は、地方公営企業法の財務規定等適用に向けての作業を実
施しているところであり、対象範囲から除外しています。）及び公営企業会計を
加えて作成しています。

（２）対象会計範囲

一般会計等の会計区分に加え、次の会計を対象としています。


